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   ７ 土壌汚染対策法の規定による調査・報告          令和 7年 4月 1日現在 

 

根 拠 法 令 

 

 

土壌汚染対策法 

 

 担当課 

 担当係 

 水・大気環境課 

水環境係 

0742-27-8737 

制度の概要 １ 次の①、②のいずれにも該当する場合は、水・大気環境課（当該土地が奈良市

域の場合は奈良市保健所）に届出が必要。 

① 3,000m²以上の土地の形質の変更（現況地盤に対して、切土か盛土）がある。 

② 「土地の形質の変更に係る部分の深さが 50cm 以上」または「土地の形質の変

更に係る部分の深さが 50cm未満で、土壌を土地の区域外へ搬出、または土壌

の飛散、流出を伴う」。 

（ただし、有害物質使用特定施設が設置されている（されていた）工場または事業場

の敷地については、土地の形質の変更に係る部分の面積が 900m²以上の場合、届

出が必要。（調査結果を県知事に報告済みの場合は除く。）） 

２ 有害物質使用特定施設の廃止時には、土壌調査を実施し、その結果を水・大気

環境課（当該土地が奈良市域の場合は奈良市保健所）に報告が必要。 

３ 自主調査により土壌汚染が明らかになった場合、区域の指定を申請することがで

きる。（当該土地が奈良市域の場合は奈良市保健所） 

目   的  土壌汚染の状況の把握に関する措置及びその汚染による人の健康被害の

防止に関する措置を定めること等により、土壌汚染対策の実施を図り、もって

国民の健康を保護する。 

対 象 地 域  県内全域） 

規 制 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜届出後の調査の有無について＞ 

 届出の結果、土壌汚染のおそれがあると認められるときは調査が必要。 

 

＜区域の指定について＞ 

 土壌汚染状況調査の結果の報告を受けた土地を健康被害のおそれの程度

に応じて、要措置区域又は形質変更時要届出区域に指定。 

 

[要措置区域] 

 土壌汚染状況調査の結果、汚染状態が土壌溶出量基準又は土壌含有量

基準に適合せず、土壌汚染の摂取経路がある区域。 

 ●汚染の除去等の措置が必要 

 ●土地の形質の変更の原則禁止 

 

[形質変更時要届出区域] 

 土壌汚染状況調査の結果、汚染状態が土壌溶出量基準又は土壌含有量

基準に適合せず、土壌汚染の摂取経路がない区域。 

 ●土地の形質の変更時に計画の届出が必要 
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＜手続のフロー図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                ※当該土地が奈良市域の場合は奈良市保健所に報告 

 

 


